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障害者支援施設等における感染症発生時の職員派遣事業 

 

要旨 

 ・障害者支援施設等において新型コロナウイルス感染症が発生し、施設職員に不足が生

じた場合に、他の施設から円滑に応援職員を派遣するための体制を整備。 

 ・事業対象のサービス種別は、障害者支援施設、共同生活援助事業所、宿泊型自立訓練

事業所、障害児入所施設等。 

・原則として、感染症発生施設への派遣はない。 

（感染症発生施設が、自法人内
．．．．

の「他の施設」の職員を配置する等した結果、「他の施

設」に職員が不足したときに派遣の依頼を行う。感染症発生施設への派遣は、施設の

大半の職員が感染し、かつ自法人内で１施設しか運営していない場合など、やむを得

ない場合に限られる。） 

 ・職員派遣に際して必要な経費は京都府（京都市内の事業所に対しては京都市）が補助。 

・各施設からできる限り複数の派遣職員の登録に御協力いただきたい。 

 

 

（基本的事項） 

 ・資料１４－２は、感染症発生から実際に職員が派遣されるまでの流れを示している。 

  施設で感染症が発生した場合、京都知的障害者福祉施設協議会が派遣の調整等を行う。 

 ・資料１４－３は、事業実施要領 

 ・資料１４－４は、各種様式 

 ・資料１４－５は、派遣元と派遣先で締結する派遣協定書の参考例 

 ・資料１４－６は、Ｑ＆Ａ 

 ・資料１４－７は、施設管理者様あて通知 



・派遣業務は出張（派遣職員は派遣元の指揮監督）
・派遣職員は入所者の支援を行うが、原則として、感染者・濃厚
接触者の支援は行わない。
・1人の派遣職員の派遣期間は原則1週間（同意があれば2週
間まで延長可）
・派遣終了後、健康観察期間を設ける

・1施設につき1名の職員を派遣
・人員基準等は柔軟な取扱いが可能（厚労省通知）

・複数の施設に協議（依頼された施設は可能な限り協力）
・派遣職員は、感染症発生施設と近い施設から優先的に選定
（必要に応じて京都府と協議）

・感染症発生施設の感染状況、衛生用品等備蓄状況等の情報
収集

・施設内で感染症が発生
・同一法人内でのシフト調整等、職員体制を確保
・不足が解消できない場合に、知福協に派遣依頼（電話及び
FAX）、同時に京都府へ報告（FAX）
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障害者支援施設等における感染症発生時の職員派遣事業（フロー）

□ 派遣職員候補者名簿の作成及び派遣調整（知福協）
①各施設から１～３名の職員を登録
②職種は生活支援員、看護職員、理学療法士等

１ 派遣の依頼

２ 依頼の確認

３ 派遣の協議

４ 派遣の承諾

５ 協議成立の報告

６ 派遣の決定

７ 派遣協定締結

８ 職員の派遣

派
遣
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依
頼
か
ら
決
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感染症発生施設→知福協・京都府

知福協・京都府→感染症発生施設

知福協→登録施設（複数）

登録施設（派遣元）→知福協

知福協→京都府

知福協→登録施設（派遣元）
・感染症発生施設（派遣先）

登録施設（派遣元）・感染症発生施設（派遣先）

派
遣

登録施設（派遣元）→感染症発生施設（派遣先）
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障害者支援施設等における感染症発生時の職員派遣事業実施要領 

 

（趣旨) 

第１条 この要領は、京都府内の障害者支援施設等で新型コロナウイルス感染症等（以下「感

染症」という。）が発生した場合に、当該施設等（以下「感染症発生施設等」という。）

に職員を派遣する事業の実施に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

（１）府内施設等 次に掲げる施設等であって、京都府内に設置されたものをいう。 

ア 障害者総合支援法で規定する障害者支援施設、共同生活援助事業所、宿泊型自立訓

練事業所 

イ 児童福祉法で規定する障害児入所施設 

ウ ア及びイに掲げるもののほか、府が必要と認める障害福祉サービス事業所等 

（２）登録施設等 次条第３項の規定により職員が派遣職員候補者名簿に登録された施設等

をいう。 

 

（候補者名簿） 

第３条 京都知的障害者福祉施設協議会（以下「知福協」という。）は、府内施設等で感染

症が発生した場合に備えて、当該施設等に職員を派遣するため、派遣する職員の候補者を

登録した名簿（以下「派遣職員候補者名簿」という。）を作成し、府に提出するものとす

る。 

２ 府内施設等の代表者は、派遣する職員の候補者の氏名その他必要な事項を記載した申請

書に必要書類を添えて、知福協に派遣職員候補者名簿の登録を申請することができる。 

３ 知福協は、前項の規定による登録の申請があった場合において、その内容が真正である

と認められるときは、当該候補者を派遣職員候補者名簿に登録する。 

 

（感染症発生施設等からの派遣依頼） 

第４条 職員又は入所者が感染症に罹っていると診断されたことに伴い、支援を行う職員が

不足すると見込まれるときは、感染症発生施設等の代表者は、自法人が開設する他の施設

の職員の配置換え等の措置を講じ、職員の不足に対応するものとする。 

２ 感染症発生施設等の代表者は、前項に規定する措置を講じても、なお職員が不足すると

認められるときは、知福協に職員の派遣を依頼することができる。 

３ 感染症発生施設等の代表者は、前項の規定による依頼をしたときは、当該依頼の内容を

府に報告するものとする。 

４ 前項の場合において、感染症発生施設等の所在地が京都市であるときは、当該感染症発

生施設等の代表者は、同項に規定する依頼の内容を併せて京都市に報告するものとする。 
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（候補者の選定） 

第５条 知福協は、前条の規定による依頼を受けたときは、感染症発生施設等の所在地等を

考慮し、派遣職員候補者名簿に登録された者の中から当該施設等に派遣する職員の候補者

を選定するものとする。 

 

（派遣の協議） 

第６条 知福協は、前条の規定により選定した候補者が勤務する登録施設等の代表者と、当

該候補者の派遣について協議するものとする。 

 

（派遣の決定） 

第７条 知福協は、前条の規定による協議が成立したときは、職員の派遣を決定し、派遣を

承諾した代表者（以下「派遣元」という。）及び感染症発生施設等の代表者（以下「派遣

先」という。）に対し、派遣を決定した旨その他必要な事項を通知するものとする。 

 

（傷害補償） 

第８条 知福協は、派遣元に対し、派遣する職員に係る傷害保険への加入を要請するととも

に、その補償内容について派遣元との調整を行うものとする。なお、傷害保険の加入に係

る費用は派遣元が負担するものとする。 

 

（派遣協定の締結） 

第９条 派遣元と派遣先は、派遣協定書（別記様式）の例により派遣について必要な事項を

取り決めるものとする。 

 

（職員の派遣） 

第１０条 派遣元は、前条に規定する派遣協定に従い、感染症発生施設等に職員を派遣する

ものとする。 

 

（健康観察等） 

第１１条 派遣が終了した職員は、派遣先での勤務環境や業務内容を踏まえ、必要と考えら

れる健康観察等を受けるものとする。 

２ 前項に規定する健康観察等の期間等は、派遣元と知福協との協議により決定するものと

する。 

 

（経費の補助） 

第１２条 府は、この要領の規定による職員の派遣に要する交通費、宿泊費（派遣終了後の

健康観察期間に係る宿泊を含む。）、傷害保険料、特別手当その他の経費について、「京

都府新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス事業所等に対するサービス継続

支援事業費補助金交付要領」の定めるところにより補助金を交付するものとする。 

 

 



（調整及び支援） 

第１３条 府は、この要領に基づく職員の派遣が円滑に実施できるよう、必要な調整を行う

とともに、感染症発生施設等の状況に応じて、施設内感染専門サポートチームの派遣や衛

生資材の供給等の支援を行うものとする。 

 

（周知） 

第１４条 府及び知福協は、この要領の内容について、府内施設等の代表者に周知を図り、

理解及び協力を得るよう努めるものとする。 

 

（事務） 

第１５条 この要領に関する府の事務は、健康福祉部障害者支援課が行う。 

 

（その他） 

第１６条 この要領に定めるもののほか、事業の実施に関し必要な事項は、府が別に定める。 

 

附 則 

この要領は、令和３年６月８日から施行する。 



様式1（第3条関係）

法人名 施設名 所在地 氏名 住所 性別 生年月日 職種
1
2
3
4
5
6
7
8
9

10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20

注　１　欄が不足する場合は、適宜、追加する。
　　 ２　候補者を感染症発生施設に派遣した場合は、「備考」欄にその旨及び派遣期間を記入する。

派遣職員候補者名簿

番号
施設の情報 候補者の情報

登録日 備考

資料１４－４



様式2（第3条関係）
令和　年　月　日

様

開設者 法人名
所在地
代表者

氏名

住所

性別

生年月日

職種

勤務施設名

勤務施設の所在地

氏名

住所

性別

生年月日

職種

勤務施設名

勤務施設の所在地

氏名

住所

性別

生年月日

職種

勤務施設名

勤務施設の所在地

ＦＡＸ番号

□男　□女

□男　□女

京都知的障害者福祉施設協議会会長

担当者名

電話番号

派遣職員候補者登録申請書

　次の表に掲げる職員を派遣職員の候補者として登録するよう申請します。

候補者と
して登録
する職員

□男　□女



送信先
◆京都市域内の施設等は、以下の３箇所
　 ①京都知的障害者福祉施設協議会 ＦＡＸ：075－366－6628
　 ②京都府障害者支援課 ＦＡＸ：075－414－4597
　 ③京都市障害保健福祉推進室 ＦＡＸ：075－251－2940

◆京都市域以外の施設等は、以下の２箇所
　 ①京都知的障害者福祉施設協議会 ＦＡＸ：075－366－6628
　 ②京都府障害者支援課 ＦＡＸ：075－414－4597

様式3（第4条関係） 令和　年　月　日

　京都知的障害者福祉施設協議会会長　様

法人名
代表者

法人名
施設名
施設の所在地

休憩時間

備考

注　１　原則として、派遣される職員は、感染者・濃厚接触者の支援は行わない。

　　 ３　依頼の際は、派遣先の施設の図面を添付する。
　　 ２　「従事場所」欄は、できる限り具体的に記入する（建物名、階数等）。

担当者名
電話番号
ＦＡＸ番号

職員派遣依頼書

　次のとおり職員の派遣を依頼します。

派遣先

派遣依頼人数・職種

派遣を依頼する人数・職種 　　　　　　　　人　／　職種：　　　　　　　　　　　人　／　職種：

派遣業務
従事場所

派遣依頼日

就業時間
その他特記事項



様式4（第6条関係） 令和　年　月　日

様

京都知的障害者福祉施設協議会会長

法人名
施設名
施設の所在地
法人名
施設名
施設の所在地

休日
： ～ ： ： ～ ：
： ～ ： ： ～ ：
： ～ ： ： ～ ：
： ～ ： ： ～ ：
： ～ ： ： ～ ：
： ～ ： ： ～ ：
： ～ ： ： ～ ：

注　１　原則として、派遣される職員は、感染者・濃厚接触者の支援は行わない。

　　 ３　派遣期間が７日間を超える場合は、適宜、欄を追加する。
　　 ４　派遣日のうち休日に相当する日については、「休日」欄に「○」を記入する。
　　 ５　協議の際は、派遣先の施設の図面を添付する。

　　 ２　「従事場所」欄は、できる限り具体的に記入する（建物名、階数等）。

派遣依頼日 就業時間 休憩時間

担当者名
電話番号
ＦＡＸ番号

1週目 2週目（必要な場合）

従事場所
その他特記事項

（府内施設の代表者）

職員派遣協議書

　次のとおり職員の派遣について協議します。

派遣元

派遣職員の候補者の氏名

派遣先

派遣職員の候補者の職種
派遣業務



様式5（第7条関係）

令和　　年　　月　　日

様

　京都知的障害者福祉施設協議会会長

法人名
施設名
施設の所在地
法人名
施設名
施設の所在地

派遣職員の氏名
派遣職員の職種
派遣業務
従事場所

職員派遣決定通知書

　次のとおり職員の派遣を決定したので通知します。

ＦＡＸ番号

担当者名
電話番号

その他特記事項

派遣元

派遣先



様式5別紙

◯枚中◯枚目

◯派遣職員

法人名

１日目
２日目
３日目
４日目
５日目
６日目
７日目

総　数 日

法人名

１日目
２日目
３日目
４日目
５日目
６日目
７日目

総　数 日

法人名 施設名 施設名

１日目
２日目
３日目
４日目
５日目
６日目
７日目

総　数 日

注　１　原則として、派遣される職員は、感染者・濃厚接触者の支援は行わない。
　　 ２　「従事場所」欄は、できる限り具体的に記入する（建物名、階数等）。
　　 ３　派遣期間が７日間を超える場合は、適宜、欄を追加する。
　　 ４　派遣日のうち休日に相当する日については、「休日」欄に「○」を記入する。

備　　考 派遣日数

：　　～　　： ：　　～　　：
：　　～　　： ：　　～　　：

備　　考

：　　～　　： ：　　～　　：

：　　～　　： ：　　～　　：

派遣業務 従事場所

派遣日

派遣先施設

派遣日数

3

氏名 職種
派遣元施設

所在地

派遣業務 従事場所

施設名

施設名

：　　～　　： ：　　～　　：

就業時間 休憩時間 休日

：　　～　　：
：　　～　　： ：　　～　　：

：　　～　　： ：　　～　　：
：　　～　　： ：　　～　　：
：　　～　　：

：　　～　　： ：　　～　　：

：　　～　　： ：　　～　　：
：　　～　　： ：　　～　　：

派遣日 就業時間 休憩時間 休日
：　　～　　： ：　　～　　：

備　　考 派遣日数

：　　～　　： ：　　～　　：

休日

：　　～　　：

休憩時間
：　　～　　：
：　　～　　：
：　　～　　：
：　　～　　：

就業時間
：　　～　　：
：　　～　　：
：　　～　　：
：　　～　　：

：　　～　　：
：　　～　　：
：　　～　　：

所在地

1

派遣元施設

派遣日

従事場所

2

氏名 職種
派遣元施設

所在地

派遣業務

氏名 職種

：　　～　　：
：　　～　　：



 

派遣協定書（参考例） 

 

法人甲（以下「派遣元」という。）と法人乙（以下「派遣先」という。）は、派遣先の施

設において感染症が発生し、支援を行う職員に不足が生じたこと等に鑑み、「障害者支援施

設等における感染症発生時の職員派遣事業実施要領」に基づき、職員の派遣について次のと

おり協定を締結する。 

 

（職員の派遣） 

第１条 派遣元は、別表に掲げる職員（以下「派遣職員」という。）を派遣先に派遣する。 

２ 前項の規定による派遣は、派遣元からの出張扱いとする。 

 

（派遣業務） 

第２条 派遣元は、派遣職員を別表に掲げる業務（以下「派遣業務」という。）に従事させ

る。 

２ 派遣元は、派遣業務の実施に際し、派遣職員を指揮監督する。 

３ 派遣先は、派遣業務の実施に際し、派遣元及び派遣職員に助言を行う。 

 

（業務に従事する場所） 

第３条 派遣職員を派遣業務に従事させる施設（以下「派遣施設」という。）は、次の表の

とおりとする。 

施 設 名  

所 在 地  

電話番号  

２ 各派遣職員が派遣業務に従事する場所は、別表のとおりとする。 

 

（責任者） 

第４条 派遣業務に係る派遣元及び派遣先の責任者は、次の表に掲げる施設の管理者をもっ

て充てる。 

 施設名 職名 氏名 電話番号 

派 遣 元     

派 遣 先 派遣施設と同じ    

２ 派遣元及び派遣先の責任者は、派遣職員が適正に派遣業務に従事するための措置を講じ

なければならない。 

３ 派遣元及び派遣先の責任者は、派遣職員から苦情の申出があった場合は、互いに協力し

て迅速な解決に努めなければならない。 
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（派遣期間） 

第５条 派遣職員を派遣する期間（以下「派遣期間」という。）は、令和  年  月  日

から令和  年  月  日までとする。 

 

（休日） 

第６条 派遣職員の休日は、別表のとおりとする。 

２ 派遣元は、派遣職員に休日勤務（休日において派遣職員が派遣業務に従事することをい

う。以下同じ。）をさせないものとする。ただし、派遣先が派遣元に休日勤務を求めた場

合であって、派遣元が必要と認めるときは、派遣職員が同意する場合に限り、休日勤務を

させることができる。 

３ 派遣先は、派遣職員に直接休日勤務を求めてはならない。 

 

（勤務時間等） 

第７条 派遣元が派遣職員を派遣業務に従事させる時間（以下「勤務時間」という。）及び

休憩時間は、別表のとおりとする。 

２ 派遣元は、派遣職員に時間外勤務（勤務時間以外の時間又は休憩時間に派遣職員が派遣

業務に従事することをいう。以下同じ。）をさせないものとする。ただし、派遣先が派遣

元に時間外勤務を求めた場合であって、派遣元が必要と認めるときは、派遣職員が同意す

る場合に限り、時間外勤務をさせることができる。 

３ 派遣先は、派遣職員に直接時間外勤務を求めてはならない。 

 

（給与） 

第８条 派遣期間における派遣職員の給料及び手当は、派遣元が負担する。 

 

（特別手当） 

第９条 派遣業務に従事する派遣職員に、前条に規定する給料及び手当のほか、派遣元の負

担により特別手当を支給するものとする。 

２ 特別手当の額は、派遣元及び派遣先において協議して定めるものとする。 

 

（交通費・宿泊費等） 

第１０条 派遣職員が派遣業務に従事するに当たり、当該派遣職員の住居から派遣施設への

移動に要する交通費は派遣元が、宿泊を要する場合の宿泊費は、宿泊施設の手配の状況等

を踏まえて協議の上、派遣元又は派遣先が負担する。 

２ 派遣職員に係る傷害保険料は、派遣元が負担する。 

 

（社会保険等） 

第１１条 派遣職員に係る健康保険及び厚生年金保険は、派遣元において加入する。 

２ 派遣職員に係る労災保険及び雇用保険は、派遣元において加入する。 



 

（感染の防止） 

第１２条 派遣先は、派遣職員の感染症への感染を防止するため、必要な措置を講じるもの

とする。 

 

（雇用申入れの禁止） 

第１３条 派遣先は、派遣期間中において、派遣職員に対して雇用の申入れを行ってはなら

ない。 

 

（従事状況等の報告） 

第１４条 派遣先は、派遣期間中、派遣職員の派遣業務への従事の状況等について、毎日派

遣元に報告するものとする。 

２ 派遣元は、派遣職員の派遣業務への従事の状況等について、必要に応じ、派遣先に報告

を求めることができる。 

 

（派遣の中止） 

第１５条 派遣期間中において、派遣先における職員の不足が解消したときは、派遣先は、

派遣元に対して速やかにその旨を通知するものとする。この場合において、派遣元は、派

遣先に派遣の中止を請求することができる。 

２ 派遣元において感染症の発生により職員に不足が生じたとき、又は派遣元が天災その他

の不可抗力によって重大な損害を受けたときは、派遣元は、派遣先に派遣の中止を請求す

ることができる。 

３ 前２項の規定により派遣の中止を請求するときは、派遣元は、派遣を中止する日及び派

遣を中止する派遣職員を明らかにするものとする。 

 

(協定の解除） 

第１６条 派遣元又は派遣先は、その相手方が次の各号のいずれかに該当するときは、催告

することなくこの協定を解除することができる。 

(1) 派遣期間内にこの協定を履行しないとき、又は履行の見込みがないと明らかに認めら

れるとき。 

(2) この協定の履行に当たり、不正な行為があると認められるとき。 

(3) その他協定上の義務を履行しないと認められるとき。 

 

（損害賠償） 

第１７条 派遣業務の実施につき、派遣職員が故意又は過失により派遣先又は第三者に損害

を与えた場合は、派遣元が賠償責任を負うものとする。ただし、当該損害が派遣先の助言

（必要な助言をしなかった不作為を含む。）により生じたと認められるときは、この限り

でない。 



２ 前項の損害が、派遣職員の故意又は過失及び派遣先の助言の双方に起因するときは、派

遣元及び派遣先は、協議の上、当該損害の負担割合を定めるものとする。 

 

（個人情報の保護） 

第１８条 この協定書に基づく派遣業務の実施に伴い派遣先が知り得た派遣職員の個人情

報は、適正に管理することとし、目的外に利用し、又は正当な理由なく第三者に提供して

はならない。派遣期間が終了し、又は派遣が中止された後においても、同様とする。 

 

（その他） 

第１９条 この協定に定めのない事項又はこの協定について疑義が生じた事項については、

派遣元及び派遣先は、誠意を持って協議するものとする。 

 

 この協定の締結を証するため、本書を２通作成し、派遣元及び派遣先が記名押印の上、各

自１通を保有する。 

 

                                                    令和 年  月  日 

 

 

          派遣先（所在地） 

             （法人名）                   印 

          （代表者名） 

 

 

    派遣元（所在地）  

          （法人名）                   印 

          （代表者名） 

 

 

  



（別表） 

派遣職員の氏名  

派遣職員の職種  

派遣業務  

 

 

 

従事場所  

 

特別手当の日額 円 

派遣日 就業時間 休憩時間 休日 

１日目   月  日（ ） ：  ～  ： ：  ～  ：  

２日目   月  日（ ） ：  ～  ： ：  ～  ：  

３日目   月  日（ ） ：  ～  ： ：  ～  ：  

４日目   月  日（ ） ：  ～  ： ：  ～  ：  

５日目   月  日（ ） ：  ～  ： ：  ～  ：  

６日目   月  日（ ） ：  ～  ： ：  ～  ：  

７日目   月  日（ ） ：  ～  ： ：  ～  ：  

 

注 １ 「従事場所」欄は、できるだけ具体的に記入する（建物名、階数等）。 

  ２ 派遣期間が７日間を超える場合は、欄を適宜追加する。    

  ３ 派遣日のうち休日に相当する日については、「休日」欄に「○」を記入する。 

 

【任意】(派遣期間が７日間を超えることにつき、職員の同意が得られた場合に記載) 

 

派遣期間が２週間であることに同意します。 

      令和 年 月 日 

       

       派遣職員署名             

 

【任意】（時間外・休日勤務につき、職員の同意が得られた場合に記載) 

 

（ 時間外 ・ 休日 ）勤務に同意します。 

      令和 年 月 日 

       

       派遣職員署名             
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障害者支援施設等における感染症発生時の職員派遣事業Q＆A

府へ職員派遣を依頼した後、実際に応援職員が施設に到着
するまでに要する期間はどれくらいか。

派遣調整は、近隣施設から行うこととしますので、できる限り速やかに対応
させていただきます。

安心して職員が派遣できるよう、派遣前後にPCR検査を受け
られる体制を整えていただきたい。

応援職員の派遣は１のとおり感染リスクのない施設としていますので、基本
的に検査は不要と考えていますが、派遣の状況によりPCR検査等の必要性
を個別に判断いたします。

仮に大規模なクラスターの発生等により、感染した利用者を施設内で療養
支援することとなった場合は、府が主体的にその体制を検討することとなり
ますので、この事業の対象にはなりません。

障害者支援施設等において、感染した利用者を施設で支援
することとなった場合には、職員の不足が想定されるが、この
事業の対象となるのか。

質　　疑 回　　答

感染症が発生した障害者支援施設等は、自法人内の他の施設の職員を
配置換えするなどして職員の不足に対応した結果、他の施設（感染リスク
のない施設）に職員が不足するときに派遣の依頼をすることを原則としま
す。
ただし、運営施設が１施設だけの法人で職員の大半が感染した場合など、
やむを得ず感染症発生施設への派遣をお願いすることもあります。

派遣先は新型コロナウイルス感染症等が発生した障害者支
援施設等になるのか。その際の派遣職員の業務は、感染者
の支援を行うことになるのか。

派遣時や支援終了後の宿泊場所の確保をお願いしたい。 宿泊場所については、基本的に派遣先の法人で確保をお願いいたします。
宿泊費用は一旦派遣元で負担していただき、後日、サービス継続支援事
業により補助を受けてください。

派遣される期間は、1か月を超える場合もあるのか。 一人の応援職員が派遣される期間は、最長で2週間までです。

派遣先で臨機応変に対応できる職員でなければ、かえって
迷惑をかける可能性がある。対象職員の経験年数は問うの
か。

一定の実務経験のある職員の方を対象とさせていただきます。また、派遣
をお願いする際の事前の協議時に、対応可能な業務内容なのかどうかに
ついても十分打ち合わせを行わせていただきます。

現在提供しているサービスと同じサービスを行っている施設
への派遣となるのか。また、障害種別が異なる施設に派遣さ
れた場合、適切な支援ができるか不安である。

調整に当たっての優先順位は、近隣施設であること、同じ障害種別の施設
であることを基本とし、派遣の協議をさせていただきます。場合によっては
他の障害種別の施設へ派遣をお願いする可能性もあると考えています。

派遣期間に支援終了後の健康観察期間（自宅待機など）も
含めていただきたい。

派遣期間については、実際に派遣される期間とします。
派遣期間終了後に健康観察期間を設けるかどうかについては派遣元で判
断してください。
なお、この健康観察期間における手当等のかかり増し費用は、サービス継
続支援事業により補助を受けることが可能です。

派遣する職員に対し危険手当等の特別な補償を府レベルで
検討していただき、枠組を整備していただきたい。

派遣元で、派遣職員に危険手当等を支給した場合には、サービス継続支
援事業により補助が可能ですので、当該事業をご活用ください。

職員派遣に係る府の支援はあるのか。 府の支援は次のとおりです。
１　衛生用品
　派遣中に必要となったマスク、ゴーグル、ガウン、手袋等の衛生用品は、
派遣先施設で用意していただきますが、万が一不足する場合は、府が必
要に応じて不足分を支給します。
２　職員派遣等に係る費用の補助
　京都府新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス事業所等に
対するサービス継続支援事業費補助金により、京都市域以外の障害者支
援施設等に対し、職員派遣に係る必要な経費（賃金・手当（割増分）、旅
費・宿泊費、傷害保険の加入費用等）を補助します。
※京都市域内の障害者支援施設等については、京都市障害福祉サービ
ス等事業者に対するサービス継続支援事業補助金交付要綱の補助対象
となります。

GH （共同生活援助事業所） へ派遣された場合、一人配置
も想定され、業務遂行に時間を要し利用者にかえって迷惑
をかけてしまわないか不安である。派遣先の業務のマニュア
ル等の作成・準備をお願いしたい。
派遣される場合、求められる業務内容を具体的に示してほし
い。

派遣をお願いする際の事前の協議時に、業務内容やマニュアルの提示な
どを派遣先に対してお願いするなど、派遣時の不安を軽減できるように努
めます。

派遣職員の身分はどうなるのか。また、夜勤もあるのか。 派遣職員は、派遣元の身分により従事していただくこととしています。
また、派遣職員には、原則として日勤業務をしていただくこととしています。
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   ３障第  868 号  

令和３年６月８日  

 

障 害 者 支 援 施 設 管理者 様 

障 害 児 入 所 施 設 管理者 様 

共同生活援助事業所 管理者 様 

宿泊型自立訓練事業所 管理者 様 

 

京都府健康福祉部障害者支援課長  

（公 印 省 略）  

 

障害者支援施設等における感染症発生時の職員派遣事業に係る 

職員登録について（依頼） 

 

 平素は、京都府の障害福祉施策の推進に御理解と御協力をいただき、厚く御

礼申し上げます。 

本府では、障害者支援施設等において職員が新型コロナウイルス感染症に感

染したこと等により職員の不足が生じた場合に備え、職員の派遣に協力してい

ただける施設をあらかじめ登録し、必要時に応援職員を派遣する「障害者支援

施設等における感染症発生時の職員派遣事業」を実施することとしました。 

つきましては、当事業の趣旨を御理解いただき、下記により、派遣職員の登

録について、御協力いただきますようお願いいたします。 

 

記 

１ 事前登録 

  別紙「派遣職員候補者登録申請書」を作成し、提出してください。 

・ 施設単位ではなく、法人単位で提出してください。 

・ 登録は任意ですが、相互応援の観点から、できる限り法人内の各施設か

ら複数の職員を登録していただきますようお願いします。 

・ 感染症発生施設等の状況に応じた相互応援が可能となるよう、複数の職

種について、職員の登録を検討いただきますようお願いします。 

 

２ 提出期限 

  令和３年６月 30 日（水） 

※期限を過ぎた場合であっても、随時、登録を受け付けます。 

 

Administrator
テキストボックス
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３ 提出方法 

  京都知的障害者福祉施設協議会あて電子メールにより提出してください。 

 

【提出先】 

京都知的障害者福祉施設協議会 

  〒601-8047 

京都市南区東九条下殿田町 24（福）京都ライフサポート協会「若杉」内 

   TEL：075-366-6699  FAX：075-366-6628 

   電子メール：jimukyoku@kyotifuku.jp 

 

４ 派遣の基本事項 

(1)派遣先 

原則として、派遣職員に感染症発生施設内での従事をお願いすることは

ありません。感染症が発生した施設は、自法人内の職員で職員不足に対応

していただき、その結果、他の施設（感染リスクのない施設）に職員不足

が生じた場合に、その施設に職員を派遣することとしています。 

ただし、職員の大半が感染したなど、やむを得ない場合は、例外的に感

染症発生施設内での従事をお願いする場合もあることを御了承ください。 

(2)派遣期間 

１人の職員の派遣期間は原則１週間（最大２週間まで）として、派遣の

調整を行います。 

(3)事前協議 

感染症発生施設から派遣の依頼を受けた後に、派遣について個別に協議

させていただき、承諾を得た上で、職員の派遣を決定します。 

 

５ その他 

・ 本事業は、京都知的障害者福祉施設協議会の協力の下で実施します。 

・ 職員派遣時に必要となる派遣職員の交通費、宿泊費、特別手当等のかか

り増し経費については、「京都府新型コロナウイルス感染症に係る障害福

祉サービス事業所等に対するサービス継続支援事業費補助金」により本

府が補助しますので、別途、本府に相談してください。 

 

担当：京都府健康福祉部障害者支援課 

   福祉サービス・障害児支援係 

電話：075-414-4671（直通） 

FAX：075-414-4597 

       

mailto:jimukyoku@kyotifuku.jp


資料１５ 

 

要旨 

 

（監督課  

(『「シフト制」労働者の雇用管理を適切に行うための留意事項』のリーフレット) 

１ いわゆる「シフト制」で労働者を就労させる際に、使用者に留意していただきたい内

容をまとめています。 

 ①「始業・終業時刻」について、労働契約締結時点で、すでに始業と終業の時刻が確定

している日について、単に「シフトによる」と記載するだけでは不足しており、労働

日ごとの始業・終業時刻を明記するか、原則的な始業・終業時刻を記載した上で、労

働契約締結時に定める一定期間分のシフト表等を併せて労働者に交付する必要があり

ます。 

②「休日」について、労働基準法では、使用者は労働者に対して、毎週少なくとも１回

又は４週４日以上の休日を与えなければならないこととされていますので、その旨明

記する必要があります。 

 ③「年次有給休暇」について、「シフトの調整をして働く日を決めたのだから、その日

に年休は使わせない」といった取扱いは認められません。使用者は、原則として労働

者の請求する時季に年次有給休暇を取得させなければなりません。 

 

２ 詳細は、厚生労働省ホームページ、最寄りの労働基準監督署にお問い合わせください。 

 

 

雇用環境・均等室 

（『パートタイム・有期雇用労働法、パワーハラスメント防止措置』のリーフレット） 

１ パートタイム・有期雇用労働法が令和２年４月１日（中小企業は令和３年４月１日）

から次のとおり改正されました。 

 ①不合理な待遇差の禁止 

 ②労働者に対する待遇に関する説明義務の強化 

２ パワーハラスメント防止措置(事業主が講ずべき措置の内容)が、大企業に対しては令

和２年６月１日から、中小企業に対しても令和４年４月１日から義務となっています。 

 

３ 詳細は、厚生労働省ホームページ、京都労働局雇用環境・均等室にお問い合わせくだ

さい。 











京都労働局 雇用環境・均等室からのお知らせ 

 問い合わせ先 ℡０７５－２４１－０５０４ 

が令和２年４月１日（中小企業は令和３年４月１日）より施行されています。 

 

  

改正の内容 

 １ 不合理な待遇差の禁止 

同一企業内において、正社員と非正規雇用労働者との間で、基本給や賞与、手当などのあらゆる待遇につい
て、不合理な待遇差を設けることが禁止されています。 
どのような待遇差が不合理に当たるかは、ガイドライン（指針）において例示されています。 
法対応のための取組手順書等を活用して、自社の状況を点検し、不合理な待遇差の改善に取り組んで下さ

い。 
 
２ 労働者に対する待遇に関する説明義務の強化 

非正規雇用労働者は、「正社員との待遇差の内容や理由」などについて、事業主に説明を求めることができま
す。事業主は、非正規雇用労働者から求めがあった場合は、説明をしなければなりません。 
 
３ 事業主への助言・指導等や裁判外紛争解決手続(行政ADR)の整備 

京都労働局では、雇用管理の改善に向けた援助を行います。また、労使でトラブルになった際には、無料・非
公開の紛争解決手続が利用できます。 
 
☞詳しい資料はこちら 

・法改正の概要 
https://www.mhlw.go.jp/content/11650000/000815524.pdf 

・パートタイム・有期雇用労働者法対応のための取組手順書 
https://www.mhlw.go.jp/content/000656095.pdf 

 

改正の目的 

 

   

多様な雇用形態・就業形態で働く人々が、それぞれの働きや貢献に応じた待遇を得ることのできる「公正な待

遇の実現」を目指すものです。 

 

が、大企業に対しては令和２年６月１日から、中小企業に対しても令和 4 年 4 月

1日から義務となっています。 

 

事業主が講ずべき措置の内容 

① 職場におけるパワハラの内容・パワハラを行ってはならない旨の方針を明確化し、労働者に周知・啓発すること 
② 行為者について、厳正に対処する旨の方針・対処の内容を就業規則等の文書に規定し、労働者に周知・

啓発すること 
③ 相談窓口をあらかじめ定め、労働者に周知すること 
④ 相談窓口担当者が、相談内容や状況に応じ、適切に対応できるようにすること 
⑤ 事実関係を迅速かつ正確に確認すること 
⑥ 速やかに被害者に対する配慮のための措置を適正に行うこと 
⑦ 事実関係の確認後、行為者に対する措置を適正に行うこと 
⑧ 再発防止に向けた措置を講ずること 
⑨ 相談者・行為者等のプライバシーを保護するために必要な措置を講じ、その旨労働者に周知すること 
⑩ 相談したこと等を理由として、解雇その他不利益取り扱いをされない旨を定め、労働者に周知・啓発すること 
 

☞詳しい資料はこちら https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/000611025.pdf 
 

 

https://www.mhlw.go.jp/content/11650000/000815524.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/000656095.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/000611025.pdf


福祉人材確保に関する情報 

 

１ きょうと福祉人材育成認証制度について 

福祉業界が若者にとって安心して働ける業界であることについて、根拠を持って説明していくツー

ルとして平成２５年度に創設しているところです。また、人材育成に積極的に取り組む福祉事業所を京

都府が認証して公表し、認証取得に向けて取り組む事業所に対しては、専門家による相談会や研修を無

料で実施しています。 

「人材育成に積極的に取り組む」意思表示である「宣言」、基準を満たす事業所を認定する「認証」、

高度な人材確保の取組を実施している法人を「上位認証」として認定する制度を設けています。 

「きょうと福祉人材育成認証制度」に参加するには、まず「宣言」していただく必要があります。「宣

言」いただければ、この認証基準を満たす取組の支援をご案内しますので、現段階で基準を満たしてい

ないと思われる場合でも、まず「宣言」をすることをご検討ください。 

（令和４年４月１日現在、宣言法人５５１法人、認証２８７法人、上位認証１５法人） 

 https://kyoto294.net/welfare/seido/ 

 

２ 京都府福祉人材・研修センターについて 

京都府福祉人材・研修センターとは、厚生労働大臣の認可を得ている福祉の仕事専門の無料職業紹介

所であり、４７都道府県の社会福祉協議会に設置されています。当センターは無料職業紹介所であるこ

とから、京都府福祉人材・研修センター経由で採用者が決定しても「手数料、登録料等」が発生するこ

とはありませんので、職員採用時には是非ご活用ください。 

  http://fukujob.kyoshakyo.or.jp/ 

（１）京都府福祉人材・研修センターでの求人掲載について 

   京都府福祉人材・研修センターでは、ハローワーク同様、インターネット上で簡単に求人票を

提出することが可能です。 

   http://fukujob.kyoshakyo.or.jp/jigyousho/kyujin/ 

（２）離職時の資格届出制度について 

介護福祉士等（介護職員初任者研修、介護職員実務者研修、旧ホームヘルパー養成研修１級・２級

課程、旧介護職員基礎研修、介護に関する入門的研修を修了した方も含まれます。）の資格をお持ち

の方で、福祉の仕事から離れる、福祉の仕事に就かない方は届出をいただくことになっています。届

出いただくと介護に関する様々な情報をお届けするなどのサポートが受けられます。 

  https://www.fukushi-work.jp/todokede/ 

 

３ 京都府外国人介護人材支援センターについて 

  令和２年６月１日に、京都府社会福祉協議会内に京都府外国人介護人材支援センターを開設しまし

た。介護職場ではたらく（はたらきたい）外国人の方や外国人の受入にかかわる事業所からの相談をお

受けしています。また、外国人介護職員や受入事業所向けの研修や交流会も実施しています。 

  http://fukujob.kyoshakyo.or.jp/kpfcsc/ 

 

資料１６ 

https://kyoto294.net/welfare/seido/
http://fukujob.kyoshakyo.or.jp/
http://fukujob.kyoshakyo.or.jp/jigyousho/kyujin/
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http://fukujob.kyoshakyo.or.jp/kpfcsc/


４ 障害福祉分野就職支援金について 

京都府社会福祉協議会では、他業種で働いていた方等の障害福祉分野への参入を促す趣旨から、令和

３年度から障害福祉分野就職支援資金貸付事業を開始しています。介護職員初任者研修等所定の研修

を修了し、京都府内の障害福祉サービス事業所・施設に就職された場合、就職支援金の貸付を利用する

ことができ、引き続き就職後２年間障害福祉職員の業務に従事した場合全額返還免除となります。 

http://fukujob.kyoshakyo.or.jp/kashituke/shougai_shushokushien/ 

 

５ 介護助手等の普及について 

シニア層や主婦層等多様な人材を介護・福祉の担い手（介護助手）につなげる取組を推進するた

め、令和４年度は事業所向け研修会や個別相談会等を実施する予定です（後日 HP等でお知らせし

ます。）。 

これまでの取組については、以下の URLからご確認ください。 

https://kyoto294.net/kaigo-kinoubunnka/ 

 

６ 京都ジョブパーク福祉人材コーナーについて 

相談から就職、職場への定着までワンストップで支援する京都府の総合就業支援拠点である京

都ジョブパークに「福祉人材コーナー」を設置し、福祉の仕事の紹介や福祉職場への就職相談を行

っています。 

https://www.pref.kyoto.jp/jobpark/job_fukushi.html 

http://fukujob.kyoshakyo.or.jp/kashituke/shougai_shushokushien/
https://kyoto294.net/kaigo-kinoubunnka/
https://www.pref.kyoto.jp/jobpark/job_fukushi.html


消費者トラブルと見守り 
 

                          京都府消費生活安全センター 

１．消費生活センターの役割           （資料：センターのしおり） 

◆消費生活相談  ◆啓発・教育  ◆調査・指導 

２．京都府の消費生活相談の現状            

  令和２年度 相談件数 ４，６２５件  

○定期購入（お試しの通信販売）に係る相談が引き続き増加傾向（②244件、○元237件）。 

○高齢者を狙った特殊詐欺をはじめとする悪質商法の手口が巧妙化し、高齢者からの相談割

合が高止まり。（６５歳以上の相談 １，３５４ で全体の約３分の１）         

※特殊詐欺被害（令和３年１月～令和３年 12月／167 件、約 2.96 億円）＜京都府警察発表暫定値＞  

    （資料：消費者注意報） 

 ３．障がい者の消費者トラブルの特徴     （資料：見守りガイドブック P1～P2） 

  ①判断に必要な情報が不十分だったり、相談のために特別な支援を必要とする 

  ②判断に支援が必要な場合、だまされていることに気づきにくい 

  ③被害にあっても抱え込んでしまい周囲に相談しない 

４．相談事例         （資料：見守りガイドブック P3～P8事例①～事例⑥） 

 ◇ヘルパーが被害を発見したり、利用者から相談を受けた場合は、事業所のケアマネージャ

ーから消費生活センターにご相談ください。 

５．見守り、気づき、声かけ、つなぐ     （資料：見守りガイドブック P9～P14） 

  ・十分な情報提供 

  ・家族や周囲の人が日頃から様子を気にかける（具体的な声かけ） 

  ・信頼関係の構築（何でも話せる） 

  ・被害に気づいたら、被害を知ったら（地域の連携→相談窓口） 

６．相談窓口の利用    （いやや！） 

  ★消費者ホットライン  １８８ ＜お近くの消費生活相談窓口をご案内します＞ 

  ★京都府消費生活安全センター ＴＥＬ：０７５－６７１－０００４ 

   ☆京都府山城広域振興局農林商工部 農商工連携・推進課  ＴＥＬ：０７７４－２１－２４２６ 

☆京都府南丹広域振興局農林商工部 農商工連携・推進課   ＴＥＬ：０７７１－２３－４４３８ 

☆京都府中丹広域振興局農林商工部 農商工連携・推進課   ＴＥＬ：０７７３－６２－２５０６ 

☆京都府丹後広域振興局農林商工部 農商工連携・推進課   ＴＥＬ：０７７２－６２－４３０４ 

７．消費生活出前講座の案内 

ご利用者の方の消費者被害の早期発見や未然防止に向けた、ケアマネージャーやヘルパー

対象の講座を行っていますので、是非、ご利用ください。 

京都府消費生活安全センター（ＴＥＬ：０７５－６７１－００３０）又はお近くの広域振興

局の相談窓口へご連絡ください。 

資料１７ 

































資料１８ 

国保連合会業務関連事項 

 

要旨 

（今年度の特徴） 

・平成30年度から国保連合会の一次審査において「警告」から「エラー（返戻）」に移行

する対応を段階的に実施してきましたが、今年度についても、より精緻に機械的チェッ

クを行うことができる内容について、令和4年11月審査分（令和4年10月サービス提供

分）より、「警告」から「エラー（返戻）」へ移行を行う予定です。返戻移行対象のエ

ラーについては、令和4年6月審査より、該当事業所へ通知されます。 

 

（基本的事項） 

・基本的な内容は例年どおり 

 

（重要事項） 

・過誤申立金額が多大となる場合は、当月請求金額を上回らないよう調整のうえ、過誤申

立依頼書を市町村へ提出してください。過誤調整額が決定額を上回る場合、国保連合会

に対し、支払いが生じます。（未調整過誤）未調整額（不足分）は、国保連合会指定の

銀行口座へ直接振り込んでいただく必要があるため、留意してください。 

 



 

 国保連合会への請求関連について 

 

I. 過誤処理について 

 

1. 基本的な考え方 

 

  前月以前に支払が確定した請求情報について、誤り（洩れや一部変更等）が生じた場合、サービス

事業所等から市町村への過誤申立を依頼し、国保連合会で過誤処理を行います。 

  過誤処理では、当月の請求情報に対し審査決定した各サービス事業所の決定額から過誤調整額を

差し引くことで金額調整を行います。 

    過誤申立を依頼した請求情報について、内容を修正し、正しい請求を行う必要がある場合は、再請

求を行います。 

 

 

2. 過誤の種類 

 

(1) サービス事業所等からの取下げ等による過誤 

・請求明細書の請求誤り 

・サービス提供実績記録票の誤り 

・利用者負担上限額管理結果票の誤り  

 

(2) 市町村による過誤 

・市町村がサービス事業所等からの請求が誤っていると判断したもの 

 

 

3. 過誤処理の流れ 

 

 サービス事業所等 市町村 国保連合会 

当月 
①過誤申立依頼書の提出 

（締切：月末） 
②受領  

翌月 

 
③過誤申し出情報の送信 

（4日） 
受信、④過誤処理 

⑤正しい明細書等の提出 

（締切：10日） 

 ⑥受付、審査 

翌々月 ⑧支払額及び通知書の確認  
⑦支払決定額通知書・過誤決定通知書の

送付 （5日） 

⑨支払い （15日） 

 

「①過誤申立依頼書」は市町村へ提出してください。 

「④過誤処理」と「⑥受付、審査」を同月に行うことにより、金額調整の影響が少なくなります。 

「①過誤申立依頼書の提出」の翌月に、必ず、国保連合会へ「⑤正しい請求明細書とサービス提供実績

記録票の提出」をしてください。 

過誤処理結果については、「⑦障害福祉サービス費等過誤決定通知書」にてお知らせします。 

 

過誤申立依頼書・記載例については国保連合会ホームページに掲載 

    ・アドレス：https://www.kyoto-kokuhoren.or.jp/nursingcare/index.html 

 

https://www.kyoto-kokuhoren.or.jp/nursingcare/index.html


 

 

4. 過誤処理額の調整方法について 

 

過誤処理を行った月にサービス事業所等へ支払われる金額は、その月の決定額と過誤処理による

調整額とを相殺した額になります。 

 

支払決定額＝※決定額－過誤調整額 

 

※決定額とは、当月の請求情報に対し確定した金額です。過誤処理と同一月に再請求が提出された

場合は、通常の請求情報（当月及び月遅れ請求分）と再請求分（過誤処理に対する請求分）を合わせ

た金額になります。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5. 誤りのパターンについて 

 

(1) 請求明細書・サービス提供実績記録票の誤り 

→過誤申立依頼書を市町村へ提出し、翌月の 10日までに国保連合会へ正しい請求明細書とサ

ービス提供実績記録票の提出をしてください。 

 

 

(2) 利用者負担上限額管理結果票の誤り 

・利用者負担上限額管理結果票のみ修正が必要な場合 

→過誤申立の依頼は不要です。国保連合会へ利用者負担上限額管理結果票の「修正」を提出

してください。 

・利用者負担上限額管理結果票と請求明細書の修正が必要な場合 

→過誤申立依頼書を市町村へ提出し、翌月に、利用者負担上限額管理結果票の「修正」並び

に正しい請求明細書及びサービス提供実績記録票を提出してください。 

※利用者負担上限額管理結果票の修正により、複数の事業所の請求明細書に変更が生じる場

合は、それぞれの請求明細書に対して、過誤申立依頼書を市町村へ提出し、翌月に国保連

合会へ正しい請求明細書とサービス提供実績記録票の提出をしてください。 

 

  

過誤申立金額が多大となる場合は、当月請求金額を上回らないよう調整のうえ、過誤申立依頼書を市

町村へ提出してください。過誤調整額が決定額を上回る場合、国保連合会に対し、支払いが生じます。

（未調整過誤）未調整額（不足分）は、国保連合会指定の銀行口座へ直接振り込んでいただく必要があ

るため、留意してください。 

重要！！ 



 

 

II. 電子証明書について 

インターネット請求に係る電子証明書の有効期間は３年間となっています。証明書の有効期間終了日よ

り 90日前に証明書の更新を促すお知らせが通知されます。 

電子証明書の更新を行わずに有効期間終了日を迎えると、電子請求受付システムでの請求ができなくな

ります。この通知を受信されましたら、速やかに電子証明書の更新申請をお願いします。 

 

＜電子証明書発行手数料＞ 

No 証明書利用区分 有効期間 発行手数料※ 説明 

1 障害者総合支援証明書 3年 7,800円 

事業所等及び代理人が、

障害者総合支援の請求に

利用できる電子証明書で

す。 

2 介護・障害共通証明書 3年 13,900円 

代理人が、介護保険及び

障害者総合支援の請求に

利用できる電子証明書で

す。 

 

※発行手数料については、電子証明書発行にかかる手数料であることから、有効期間の途中で証明

書が不要となった場合等、従来どおり、返金は行いません。 

 

 

III. 返戻について 

提出された請求明細書等に不備があった場合、「返戻等一覧表」（毎月月末送付）でお知らせします。

「返戻等一覧表」からエラー内容を確認し、翌月以降に正しい請求明細書等を再提出してください。 

 

(1) 受給者の受給資格に関する返戻については、受給者証の確認を行い、請求した情報に誤りがない

場合は該当の市町村に資格の確認を行ってください。 

 

(2) 「Ｓ」又は「Ｔ」から始まるエラーコードで返戻理由が不明な場合 

・市町村へ照会ください。 

・障害児入所給付については京都府（障害者支援課 075-414-4634）へ照会ください。 

 

 主なエラーと対処方法 

エラー 

コード 
内 容 対 処 方 法 

ＥＤ０１ 
資格:該当の請求情報は既に支払

確定済です。 

今月又はそれ以前に、同じ様式の提出があります。内

容が同じであれば、再請求の必要はありません。 

ＥＧ１３ 

資格:受給者台帳にサービス提供

年月時点で有効な受給者の支給決

定情報が登録されていません。 

受給者証のサービス種別と、明細情報および契約情

報に入力したサービスコードが一致しているかを確

認してください。 

ＥＧ１２ 

資格:受給者台帳にサービス提供

年月時点で有効な受給者の利用者

負担上限月額情報が登録されてい

ません。 

受給者証の負担上限の適用期間を確認してください。 



 

エラー 

コード 
内 容 対 処 方 法 

ＥＧ０５ 

資格:請求情報の上限額管理事業

所番号が受給者台帳の「利用者負

担上限額情報・上限額管理事業所

番号」と一致していません。 

受給者証の「利用者負担上限額管理事業所名」に対応

する事業所番号が、明細情報内の利用者負担上限額管

理事業所の「指定事業所」欄に入力されているかを確

認してください。 

ＥＧ１７ 
資格:上限額管理対象外の受給者

です。 

明細情報内の、利用者負担上限額管理事業所情報に

値が入っています。受給者証の利用者負担上限額管

理対象者該当の有無を確認してください。 

ＥＪ１６ 

受付:請求明細書の上限額管理事

業所の「管理結果」と「管理結果

額」の関係が不正です。 

以下のことを確認してください。 

 

上限管理事業所の場合 

(1) 管理結果が「１」の場合、管理結果額が利用者負担

上限月額①と等しいこと。 

(2) 管理結果が「２」の場合、管理結果額と上限月額調

整(①②の内少ない数)の値と等しいこと。 

(3) 管理結果が「３」であり、かつ上限月額調整(①②

の内少ない数)の値が利用者負担上限月額①より大きい

場合は、管理結果額と調整後利用者負担額が等しいこ

と。利用者負担上限月額①以下の場合は、管理結果額と

上限月額調整(①②の内少ない数)の値が等しいこと。 

 

＜Ａ型減免・事業者減免額が設定されている場合＞ 

(4)管理結果が「２」の場合、管理結果額と上限月額調

整(①②の内少ない数)とＡ型減免・減免後利用者負担額

が等しいこと。 

(5)管理結果が「３」かつＡ型減免・減免後利用者負担

額が利用者負担上限月額①より大きい場合は、管理結果

額と調整後利用者負担額が等しいこと。利用者負担上限

月額①以下の場合は、管理結果額とＡ型減免・減免後利

用者負担額と等しいこと。 

  

上限額管理事業所以外の場合 

(6) 管理結果が「１」の場合、管理結果額が0 円、また

は未設定であること。 

 



 

エラー 

コード 
内 容 対 処 方 法 

ＥＪ１６ 

受付:請求明細書の上限額管理事

業所の「管理結果」と「管理結果

額」の関係が不正です。 

(7) 管理結果が「２」であり、かつ上限月額調整(①②の

内少ない数)の値が利用者負担上限月額①より大きい場

合は、管理結果額と調整後利用者負担額が等しいこと。 

利用者負担上限月額①以下の場合は、管理結果額と上限

月額調整(①②の内少ない数)の値が等しいこと。 

(8) 管理結果が「３」であり、かつ上限月額調整(①②の

内少ない数)の値が利用者負担上限月額①より大きい場

合は、管理結果額が調整後利用者負担額以下であること。

利用者負担上限月額①以下の場合は、管理結果額が上限

月額調整(①②の内少ない数)の値以下であること。 

 

＜Ａ型減免・事業者減免額が設定されている場合＞ 

(9) 管理結果が「２」であり、かつＡ型減免・減免後利

用者負担額が利用者負担上限月額①より大きい場合は、

管理結果額と調整後利用者負担額が等しいこと。利用者

負担上限月額①以下の場合は、管理結果額とＡ型減免・

減免後利用者負担額が等しいこと。 

(10) 管理結果が「３」であり、かつＡ型減免・減免後利

用者負担額が利用者負担上限月額①より大きい場合は、

管理結果額が調整後利用者負担額以下であること。利用

者負担上限月額①以下の場合は、管理結果額がＡ型減免・

減免後利用者負担額以下であること。 

 

 

 

 

IV. よくある問い合わせについて 

【新規事業所関係について】 

Ｑ１．国保連合会への届出はどうすればよいか。 

Ａ１．行政機関より国保連合会へ新規事業所の情報が届き次第、必要書類を送付しますので、お手続き

ください。なお、送付は指定を受けられた翌月の月初めとなります。 

 

【届出関係について】 

Ｑ２．『障害福祉サービス費等の請求及び受領に関する届』の届出内容に変更があった。 

Ａ２．請求者、口座情報、口座名義人に変更があった場合は、『障害福祉サービス費等の請求及び受領に

関する届』の該当箇所を二重線で消し込み、赤字で変更内容を記入したうえで、毎月２０日必着

にて国保連合会に送付してください。変更内容については翌月より適用されます。なお、上記以

外の変更の場合は、指定を受けられた行政機関に届け出てください。 

 

【請求関係について】 

Ｑ３．各種マニュアルがどこにあるか分からない。 

Ａ３．電子請求受付システムにログイン後、トップページ上部に表示されている『マニュアル』よりダ



 

ウンロードできます。 

 

Ｑ４．電子請求受付システムにログインできなくなった／パスワードを紛失した。 

Ａ４．パスワードに入力誤り（アルファベットの大文字・小文字等）がないかを再度ご確認くださ

い。パスワードを紛失された場合は再発行処理を行いますので、返信用封筒を同封のうえ「発行

願」を提出してください。なお、「発行願」の様式については弊会ホームページよりダウンロー

ドいただけます。 

 

Ｑ５．証明書発行用パスワードを紛失した。 

Ａ５．証明書発行用パスワードを紛失された場合は、電子請求受付システムより再発行してくださ

い。なお、この手続きを行った場合、現在使用している証明書の有効期間の残日数に関わら

ず、新たに申請した電子証明書の発行手数料が発生しますのでご注意ください。手順につい

ては、電子請求受付システム操作マニュアル（事業所編）をご確認ください。 

 

Ｑ６．請求データの作成方法が分からない。 

Ａ６．請求データの作成方法及びソフトの操作方法については、電子請求受付システムより電子請求受

付システム操作マニュアル（簡易入力編）をダウンロードしてご確認ください。 

 

Ｑ７．間違った請求データを送信したので取り消したい。 

Ａ７．毎月１～１０日の受付期間であれば、事業所側にて電子請求受付システムより取り消しが可能で

す。手順については、電子請求受付システム操作マニュアル（事業所編）をご確認ください。 

 

 

 

 


